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2008 年２月から３月にかけて，小学校１年か
ら６年および中学校２年の７学年，約 2100名の
生徒を対象として言語連想実験を行った。これは，
2006年度から始めたところの，ほぼ 30年という
時間的経過の中で，連想反応語の持つ傾向はどの
程度不変なものであるか，性差についての変化は
ないか，どのような反応語の内容的変化が起こっ
ているかを検討することを目的として行った言語
連想実験の一環であり，幼児を対象とした連想実
験を，小・中学校の生徒にまで拡大したものであ
る。この連想実験の実施方法については，「研究
年報」No.13（2008）に報告したとおりである。
2008年度は，始めに，2007年度の連想実験で
得たデータのうち，未入力であった反応語（全体
の６/７に当たる）の入力を行い，全刺激語 93
語の内の，名詞刺激 37語に対する反応語の分類
を行った。分類は，学年別に行い，それぞれの刺
激語に対する反応語の種類とその出現率を求めた。
その結果は，[資料]「小・中学生の学年別連想反
応表（2008）：名刺に対する反応語」として，本
学紀要第 45号に掲載した。
なお，形容詞 30語および動詞 26語を刺激語と
した反応語の分類は，2009年度の研究計画の一
環として引き続き行っていく予定である。
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研究成果の報告
韓国で老人長期療養保険が 2008年７月１日に
始まった直後の 08年７月９日～12日の間，私は
「ＮＰＯ在宅ケアを支える診療所・市民全国ネッ
トワーク」会長代行の新田國夫医師らとともに，
老人長期療養保険の創設に取り組んできた保健福
祉家族部（日本の厚生労働省介護保険担当部局）
や国民健康保険公団の関係者，韓国老人長期療養
保険立案の中心的な役割を果たしてきた李奎植・
延世大学保健環境大学院教授にも会い，この制度
創設の狙いとスタート後の現状と課題について話
を聞くことができた。その後，08年９月から年
末までの間，日本の介護保険の認定調査や第三者
評価などについて，保健福祉家族部，国民健康保
険公団の調査団が来日，２度にわたって千代田区
内幸町のプレスセンターで厚生労働省幹部も交え
て，研究会，交流会を開いた。
高齢化が今後加速する関係者の危機感は強い。
介護保険の先達である日本とドイツの制度を学び，
制度設計にあたったが，ただ模倣するわけではな
く，韓国の実情に合わせた独自のモデルを作ろう
としていることがわかった。同時に，日本とは異
なる懸念，課題も感じた。
韓国老人長期療養保険は日生の介護保険制度と
比べると次のような特徴が挙げられる。
① 介護保険保険者は市町村である日本とは違
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い，韓国「老人長期療養保険」の保険者は
国民健康保険公団である。
② 要介護認定のやり方は日本と似ているが，
制度の建て方は，医療保険制度活用型であ
る。
③ かつての日本がそうだったように施設入所
が中心で，在宅のサービスの基盤整備は立
ち遅れており，及び在宅サービスを担う専
門職としてのケア・ワーカーの養成はこれ
からである。
④ 在宅ケアが十分に広がっていないためか，
「自立支援」という言葉，考えが明確に打ち
出されてはいない。
⑤ 家族介護への現金給付を認めた。
⑥ 日本のスタートした時，日本の介護保険料
（第一号被保険者の平均月額 2,991円）に比
べると，ひと桁低い水準にとどめた。
以上のような特徴が挙げられるが，制度発足時
の高齢化率の大きな違いがあることが制度にも反
映されている。日本が 2000 年に介護保険を導入
した時の高齢化率は 17.3％だったのに対し，韓
国は高齢化率が 10％となった 2008 年導入した。
高齢化率の違いはもちろん，所得の違いもある。
韓国は平均所得年２万ドル程度だ。負担能力の違
いも当然ある。介護で深刻な状況は生まれつつあ
るものの，日本ほど「介護地獄」が全国民的な課
題として切実なものになっていない。
ただ，それだけでなく，注目すべき点は，要介
護度をドイツと同様に対象者を中度以上に絞り込
み，３ランクに止めたことである。日本での軽度
者や要支援者へのサービスは，家事援助が膨らみ，
介護保険財政を圧迫したことを大きな教訓として
いることがうかがえる。
ただ韓国にとって最大の課題はサービス基盤の
整備がまだ途上にあることであろう。在宅の基盤
整備の立ち遅れをカバーするものとして，韓国は
ドイツと同様に家族介護の現金給付を認めたが，
家族介護を固定化させる危険性もある。国民健康
保険公団という全国組織に保険者を委ねた結果，
中央集権的なシステムとなり，地方の実情に応じ
たきめ細かいサービス提供や苦情対応，チェック
システムがどこまでできるのか。自治体が直接関
与しないことで，住民参加，住民によるチェック
が本当にできるのか。さらに今後高齢化が加速す
るにつれ，負担も増えてくる。本人負担は 20％
で，日本より高い。生活保護受給者を含めた低所
得者，災害罹災者などに対しては負担は半額に軽
減されるが，低所得者層が負担に耐え切れるのか。
医療と介護の連携もこれからますます必要となっ
てくるが，新たな老人長期療養保険により，医療
保険制度との区分けがどこまで明確にできるのか。
韓国も高齢者の社会的入院が多く，その解消も大
きな課題となっている。
今後さらに韓国老人長期療養保険だけでなく，
医療も含めた韓国の地域ケア，在宅ケアについて
の調査研究を日本との比較をしながら進めていき
たい。
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